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駅周辺再開発等特別委員会は、「駅
周辺のまちづくりと震災復興」という
テーマで行政視察を行った。
3月11日の東日本大震災から半年

が経過した。この震災で学んだことは、
想定をはるかに超える巨大な災害が発
生する可能性が常にあることを体感し
たことにある。今後は、これまでの防
災対策に加え、被害の軽減を図るため
の『減災』の視点での取り組みが重要
視されることになる。

兵庫県神戸市
「三宮駅前第一地区都市再生事業」に
ついて
神戸市は、六甲山を中心とする自然

と、市街地を結ぶ坂道、眼下に広がる
海、そして世界有数の港を有する魅力
的なまちである。
まず、復興市街地再開発事業全体の

概要について、担当職員より説明を受
けた。
平成 7年 1月 17日早朝に発生し
た阪神・淡路大震災は、市街地に壊
滅的な被害をもたらした。驚くべき
は、大震災からわずか 2週間後、市
は『震災復興まちづくりニュース』を
発行している。このニュースでは「新
しい街づくりを市民とともに取り組む

ため、総合的な市街地・住宅の整備を
行う上で必要な市内 6地区を建築制
限区域に指定し、災害に強いまちづく
り計画を定めたい」とアピールしたと
いう。説明の中では、6地区の震災時
の状況、震災直後の様子、そして、復
興後の街を、わかりやすく写真や図で
比較しながら紹介してもらった。
続いて、視察目的である三宮駅周辺
のまちづくりについて説明を受けた。
三宮駅前第一地区都市再生事業は、
全国街路事業コンクールにおいて特別
賞を受賞した事業でもある。震災後は、
神戸市復興計画の中に 3層ネットワ
ークを位置づけ、整備を進めてきた経
緯について説明があった。
市役所での事業説明終了後、三宮駅
前のペデストリアンデッキを訪れ、デ
ッキの幅員や商業施設等との連結状況、
今後の事業見通し等について説明を受
け、１日目を終えた。

兵庫県西宮市
「西宮北口駅北東地区震災復興第二種
市街地再開発事業」について
西宮市は、大阪・神戸両都市の中間、
言いかえれば、阪神地域のほぼ中央に
位置するまちで、古くは、西国街道と

中国街道が出会う交通の要衝だったこ
ともあり、宿場町として栄えてきた。
視察の目的である北東地区は、市内
で阪神・淡路大震災の被害を最も大き
く受けた地区だと言う。
震災後、市場等があった場所に、ツ
インビルを建設し、商店街を形成する
とともに、公共施設（保健福祉センタ
ー・消費生活センター・大学交流セン
ター・図書館等）を建設している。あ
わせて、阪急神戸線をアンダーパスす
る都市計画道路の整備、阪急今津線立
体交差化事業も進め、安全・安心なま
ちづくりを推進してきた。
さらに、家屋倒壊が最も多く発生し
た北東地区では、土地区画整理事業に
より、約 31ha の事業地を囲む周囲
道路には12mから20m幅員の道路
を整備し、地区内においても、要所を
道路幅員8mに拡幅改良している。
多くの自治体が、再開発事業や街路
事業により、まちの活性化と地域の安
全・安心の確保に動いている。西東京
市も例外ではない。今回の視察を参考
事例として、西東京市の安全・安心な
まちづくり、魅力あるまちの形成に、
市民とともに取り組みたい。

兵庫県加古川市
「地域省エネルギービジョン」につい
て
加古川市では、効率的な省エネ施策

の一つとして、「ＥＳＣＯ手法による
公共施設の省エネルギー改修」を検討
している。公共施設の省エネ化は、２
庁舎体制を維持している本市にとって
も喫緊の課題であり、同市を視察先と
した。「ＥＳＣＯ事業」は、アメリカ

で生まれた民間ビジネスで、省エネル
ギーに関する包括的なサービス（技術
や設備のほか人材や資金等）を事業者
側が提供し、顧客側（本件の場合は、
加古川市）の利益と地球環境の保全に
貢献するもので、具体的には、事業に
係る経費（建設費等）を省エネルギー
改修で実現する光熱水費の削減分等で
基本的に賄うものである。加古川市で
は、市役所本庁舎のほか、市民会館、
その他健康施設や図書館からなる複合
施設を改修の対象に選定し、省エネル
ギー化の手法を検討したところ、中央
空調方式の熱源の更新、照明機器の高
効率化等に効果が高いという結果が得
られた。また、同市は、全国の関係事
業者にアンケートを実施し、少なくと
もいずれか１施設では、導入可能との
回答結果を得た。事業の導入メリット

は、高効率機器への更新に伴う初期投
資の軽減等があげられるが、これは、
事業者が事業資金を調達する「シェア
ード・セイビングス契約」に限られる。
逆にデメリットとしては、事業者と長
期契約を締結することも考えられ、省
エネ機器を事業者所有とした場合、顧
客である自治体の事情変更により機器
等の変更が必要な際、臨機に対応でき
ないことや、エネルギーコストの変動
を、自治体側が負担しなければならな
い契約となると、その負担リスクは少
なくないものと考えられる。
加古川市の今後のスケジュールは、
平成24年度に事業者公募、詳細な計
画を作成し、翌年度にはＥＳＣＯ契約
の締結、工事等の実施を計画している。

滋賀県大津市
「生活道路拡幅整備推進事業」につい
て
大津市の「生活道路拡幅整備推進事
業」は、「災害に強いまちづくり」の
ため、平成23年４月から事業が開始
された。幅員の狭い「生活道路」を４
ｍに拡幅する事業で、建物の建てかえ
の際、建築主等の協力を得て、生活道
路を広げることで、災害に強い、安心・

安全なまちづくりを目指すものである。
本事業の対象となる「生活道路」とは、
建築基準法第42条第２項に規定する
道路（いわゆる「２項道路」のこと）、
その他の幅員４ｍ未満の道路で複数の
居住用の建築物の敷地が隣接するもの
で、大津市が認定した道路のことであ
る。
拡幅用地を市に寄附することを条件
に、事業用地の測量や登記手続のほか、
道路整備工事やその後の維持管理を市
が負担するというものである。また用
地にあった門や塀等の撤去・移設費用
に対し、市が助成金を交付する等があ
る。
生活道路に隣接する敷地において建
築確認申請を行う場合は、あらかじめ
大津市と「拡幅協議」を行うことを敷
地所有者に義務付けした。道路拡幅事
業については、境界確定等、接道する
複数の地権者等との交渉は、どの事案
であっても多くの時間を要し、かつ、
近隣住民同士の協力関係も多分に影響
するものであり、より丁寧な対応が求
められる。事業効果は、今後、５年、
10年先と予想され、今後の事業展開
が期待される。

広島県広島市
ＩＣＴ(情報通信技術）の利活用による
障害者への就労支援について
広島市では、ＩＣＴ（情報通信技術）
の利活用により、障がい者がさまざま
な分野で活躍できる社会の形成を目指
している。
インタ－ネットの進展、パソコンソ
フトの開発、ＩＣＴ端末の充実により、
ＩＣＴを障がい者が利用できるように
なれば、社会参画を望める手段にもな
る。このようなＩＣＴ機器やソフトは、
障がい者だけでなく高齢者や子どもた
ちにも扱いやすいものと考えられ、幅
広い利用が見込まれる。
社会参画を支援する施策として取り
組んだ主なものとして、①広島市視覚
障がい者情報センタ－を開設し、音声
化ソフトを装備したパソコンや周辺機

器の展示・紹介、貸出し、各種情報紙
を点訳・音訳して提供　②障がい者の
自宅へ訪問・指導ができる支援ボラン
ティアの養成・派遣　③パソコン等給
付事業　④在宅障がい者や施設入・通
所者を対象にしたＩＣＴ講習会などを
実施した。

広島県呉市
ア「健康くれ21」呉市健康増進計画に
ついて
呉市は高齢化率が29.26％で、全

国の15万人以上の都市で最も高い。
年々増大する医療費の抑制が急務であ
る。
 「健康くれ21」は、「健康寿命」（自
立して活動できる期間）を延ばす21
世紀における健康づくり運動であり、
ウォ－キングを柱としたものを重点事
業とし、10月第３土曜日を「呉市健
康の日」と定め、全市的な大会を実施。
以前は、「お医者さんに診てもらっ

ているから身体は問題ない」と言う人
が多かったが、最近では、「健康維持
のために毎日ウォ－キングしてるんで
すよ」と言う人が増えた。「自分の健
康は自分で管理する」という意識が高
まっている。
イ「呉市食育推進計画」について
食による健康づくりを推進し、家

庭・地域等が取り組むための計画を策
定し、キャッチフレ－ズを「みんなで
食育、笑顔で食育」とした。
糖分の多い加工食品の普及、加熱調

理法の進歩などにより、現代人の「か
む回数」が大幅に減ったと考え、よく
かむ８大効用の啓発をしたり、呉市の
郷土料理である「もぶりめし」「肉じ
ゃが」などのレシピを食事バランスガ

イドとともに作成・配布をしている。
ウ「くれ子育てねっと」について
呉市では、３歳未満の子育て家庭の

８割強が、自宅で育児を続けているこ
とに着目し、市民と協働して居宅系育
児支援事業に取り組んできた。

周辺町との合併に伴い、市域が約2
倍に拡大したことに対応するため、居
宅育児支援を効果的に拡大し、隅々ま
で浸透させるツールとして、官民融合
市民参加型子育てポ－タルサイト「く
れ子育てねっと」を構築した。
子育て中のお母さん方と行政とが作

成し、実際にお母さん方も情報を発信
している。インタ－ネット上では、子
育て相談やわいわい掲示板として井戸
端会議など、双方向の情報発信もでき
る。

青森県青森市
青森市で開催された第６回全国市議
会議長会研究フォーラムに委員会とし
て参加した。
第１日目には、元総務大臣の増田寛
也氏による「二元代表制と地方議会改
革」と題する基調講演の後、「地方議
会と直接民主主義」についてのパネル
ディスカッションが行われた。東大教
授の宇賀克也氏からは、地方議会にお
ける「権利放棄議決」が取り上げられた。
「権利放棄」とは、具体例の一つとし
て、訴訟において市長の財務会計行為
が違法であるとされたものに対し、こ
の違法行為への損害賠償請求権を、市
みずからが議会の議決により放棄する
ことであり、関係する裁判例による説
明があった。本市においては、このよ
うな事例はないが、執行機関を監督す

る立場である議会について認識を深め
たところである。
また、東大公共政策大学院教授の金
井利之氏からは、議会の「防衛的反
応」として、住民参加や住民投票への
嫌悪、議会軽視への反発等が、市民の
さらなる議会不信を招いているとの指
摘が、読売新聞社の青山彰久氏からは、
鹿児島県の阿久根前市長の「独善的な
政治」や、「首長新党」と言われた愛
知県名古屋市の事例を引き合いに、議
会の否定と喝采型政治の分析から、ポ
ピュリズム政治を招かないためには議
会改革が必要であるとの意見があった。
本市と置かれている状況に違いはある
が、地方議会のあり方については、議
論の必要性を感じたところである。最
後に青森市議会議長の花田明仁氏から
は、市議会議員選挙の低投票率をきっ

かけにした、議会基本条例の制定に向
けた動きについて紹介があった。
第２日目は、「議会基本条例」をテ

ーマに、すでに条例を制定した４市議
会の代表者による課題討議が行われ
た。「議会基本条例」のポイントとし
て、「議会報告会の開催」、「一問一答
方式の導入」、「議会における市民参加
のあり方」、「議員間における自由討議」
等、これらを中心に討議が進められた。
「議会報告会」については、広域合併
自治体における旧市域の課題の把握
等にメリットが、ま
た「一問一答方式」は、
争点が明確となる効
果が期待できること
から、議員の質問方
法については、今後、
検討に値するものと
評価している。
「議会への市民参加」
について、その手法
は、地域特性によ
り、多様である。なお、
議会改革の１つとし
て取り上げられるこ
とが多い「自由討議」

に関しては、議会における審査の方法
の１つと説明されているが、具体的に、
どの場面で、どのような内容で、また、
意見の集約方法等、具体な事例があま
り見えない中で、その運用については
研究が必要であると感じたところであ
る。いずれにせよ、地方議会のあり方
そのものが、問われている現在におい
て、多様な事例に触れることで、本市
議会の議会運営をよりよきものとする
よう努力を重ねていきたい。

呉市すこやか子育て支援センター

三宮駅前第一地区を視察

駅周辺再開発
等特別委員会

報告者　駅周辺再開発等特別委員長
小幡　勝己 参加委員数　10人

日程・視察先
10月31日　兵庫県神戸市
11月1日 兵庫県西宮市

建設環境
委 員 会

報告者　建設環境副委員長
浜中　のりかた 参加委員数　7人

日程・視察先
10月18日　兵庫県加古川市
10月19日　滋賀県大津市

文教厚生
委 員 会
報告者　文教厚生委員長

保谷　なおみ 参加委員数　9人

日程・視察先
11月15日　広島県広島市
11月16日　広島県呉市

議会運営
委 員 会
報告者　議会運営委員長
田中　のりあき

参加委員数　12人
（正副議長含む）

日程・視察先
10月12日・13日
 青森県青森市
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